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（18）リース取引

［リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス･リース取引］

�リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額

�未経過リース料期末残高相当額

（17）税金明細表
（単位：百万円）

区　　　分

国　税

消費税

印紙税

登録免許税

その他の国税

地方税

地方消費税

法人事業税

固定資産税

事業所税

その他の地方税

合　　計

476

462

11

－

2

520

115

369

19

9

6

996

695

572

9

112

0

790

143

632

－

9

5

1,486

平成16年度 平成17年度

（単位：百万円）

区　　分

取得価額相当額

減価償却累計額相当額

期末残高相当額

動　産

28

23

5

その他

－

－

－

合　計

28

23

5

平成16年度

区　　分

取得価額相当額

減価償却累計額相当額

期末残高相当額

動　産

26

5

21

その他

－

－

－

合　計

26

5

21

平成17年度

区　　分

未経過リース料

期末残高相当額 4

1年以内

1

1年超

6

合　計

平成16年度

（単位：百万円）

区　　分

未経過リース料

期末残高相当額 5

1年以内

16

1年超

21

合　計

平成17年度

�支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

�減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

区　　分

支払リース料

減価償却費相当額

支払利息相当額

平成16年度

8

6

0

平成17年度

8

7

0

（単位：百万円）

減価償却費相当額の算定方法 定額法によっている。

利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっている。

資産運用に関する指標等�―4

（1）資産運用の概況

� 年度の資産の運用概況

イ．運用環境

当事業年度の日本経済は、雇用・所得環境の改善、

企業の旺盛な投資意欲、世界経済の堅調な拡大と円安

の進展を背景に、着実な成長を続けました。

このような環境下、長期金利は、6月までは原油高

騰などによる景気減速懸念もあり、低下基調で推移し

ましたが、夏場以降は政府・日銀から踊り場脱却宣言

が出されるなど景況感の改善および株価の上昇に伴い

上昇に転じました。その後は揉み合う展開が続きまし

たが、3月の日銀量的緩和解除をきっかけに、年度末

に向けて急上昇しました。

（新発10年国債金利　前事業年度末：1.320％→

当事業年度末：1.780％）

国内株式は、米国の景気減速懸念等から急落して始

まり5月中旬には日経平均が10,800円台まで下落し

ましたが、その後は円安の進行、良好な企業業績等を

受けて株価は上昇に転じました。年が明け、一部企業

の決算粉飾疑惑や東証のシステム問題等で揉み合う局

面もありましたが、株価は年度を通じて概ね堅調に推

移し、前事業年度末比で大幅に上昇しました。

（日経平均株価　前事業年度末：11,668円→当事

業年度末：17,059円）

円／ドル相場は、堅調な米国経済を背景とした政策

金利の引き上げに伴い日米の金利差に着目したドル買

い等から年度を通じて円安・ドル高基調が続きまし

た。円／ユーロ相場は、フランスとオランダによる

EU憲法批准の否決を背景にユーロが大きく下落する

局面もありましたが、年後半はECBの政策金利引き

上げを好感したユーロ買いが入り、底堅く推移しまし

た。

（円／ドル 前事業年度末：107.39円→当事業年度
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末：117.46円）

（円／ユーロ　前事業年度末：138.86円→当事業

年度末：142.83円）

ロ．当社の運用方針

当社は、生命保険の特性やリスク許容量を考慮し、

資産運用に係る収益とリスクを十分に認識したうえ

で、中長期的に安定した収益を確保するポートフォリ

オの構築に努めています。

具体的には、国内公社債など円金利資産を中心に安

定的な利息収入を確保し、許容されるリスクの範囲で、

株価指数連動型上場投資信託（ETF）を通じて国内株

式などへの分散投資も行い、総合的な収益の向上を目

指しています。

ハ．運用実績の概況

当事業年度の一般勘定資産は、前事業年度末より

51億円減少し、4,763億円となりました。主な資産

構成は、公社債65.5％（前事業年度末55.7％）、株

式0.1％（0.1％）、外国証券9.4％（10.7％）、貸付

金2.8％（3.1％）と円金利資産中心の運用を継続し

つつ、金利の動向をにらみ為替ヘッジ付の外国債券投

資は7.4％（11.0％）まで減少させました。

また、資産運用収支は、一般勘定資産の減少により

利息及び配当金等収入が前事業年度より7億円減少し

たほか、金銭の信託運用損（変額個人年金のリスクヘ

ッジ）が47億円増加したため前事業年度より57億

円減少し、62百万円となりました。

ニ．トピックス

当事業年度において満期保有目的の債券の一部を売

却いたしました。売却した満期保有目的の債券は、国

債（売却原価4,892百万円、売却額4,947百万円、

売却益54百万円）です。これは団体保険に係る資産

区分において、保有する資産の流動性が低下している

こと及び今後のキャッシュフロー予測に基づく資金流

出等に備え資産流動性を確保するため、売却したもの

です。

（2）ポートフォリオの推移

� 資産の構成

（単位：百万円、％）

区　　分
平成16年度末 平成17年度末

現預金・コールローン

買現先勘定

債券貸借取引支払保証金

買入金銭債権

商品有価証券

金銭の信託

有価証券

公社債

株式

外国証券

公社債

株式等

その他の証券

貸付金

不動産

繰延税金資産

その他

貸倒引当金

合計

うち外貨建資産

金　額

33,285 

－

－

－

－

7,036

387,751

267,993 

384 

51,332 

30,920 

20,412 

68,040 

14,753 

162 

7,071 

31,536 

△ 145 

481,452 

624  

占　率

6.9 

－

－

－

－

1.5 

80.5 

55.7 

0.1 

10.7 

6.4 

4.2 

14.1 

3.1 

0.0 

1.5 

6.6 

△ 0.0 

100.0 

0.1  

金　額

30,582

－

－

－

－

7,748

398,232

311,786

481

44,607

27,566

17,041

41,356

13,333

125

5,207

21,200

△ 92

476,337

658

占　率

6.4 

－

－

－

－

1.6 

83.6 

65.5 

0.1 

9.4 

5.8 

3.6 

8.7 

2.8 

0.0 

1.1 

4.5 

△ 0.0 

100.0 

0.1 

� 資産の増減
（単位：百万円）

区　　分 平成16年度 平成17年度

現預金・コールローン

買現先勘定

債券貸借取引支払保証金

買入金銭債権

商品有価証券

金銭の信託

有価証券

公社債

株式

外国証券

公社債

株式等

その他の証券

貸付金

不動産

繰延税金資産

その他

貸倒引当金

合計

うち外貨建資産

△ 2,564

－

－

△ 173 

－

1,884 

△ 22,779 

△ 14,970 

△ 2,554 

△ 5,252 

△ 1,092 

△ 4,159 

△ 1 

△ 11,535 

△ 1,959 

7,071 

6,617 

1,097 

△ 22,341 

△ 1,140

△ 2,703 

－

－

－

－

711 

10,481 

43,792 

97 

△ 6,725 

△ 3,353 

△ 3,371 

△ 26,683 

△ 1,419 

△ 37 

△ 1,864 

△ 10,335 

52 

△ 5,115 

34 
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（単位：％）

（3）運用利回り

区　　分 平成16年度 平成17年度

現預金・コールローン

買現先勘定

債券貸借取引支払保証金

買入金銭債権

商品有価証券

金銭の信託

公社債

株式

外国証券

貸付金

うち一般貸付

不動産

0.00

－

－

140.80

－

1.91

1.05

11.20

0.82

2.38

5.62

△ 2.86

0.00

－

－

－

－

△ 51.19

0.96

△ 12.02

1.30

2.55

1.68

－

（注）1．利回り計算式の分母は帳簿価額ベースの日々平
均残高、分子は経常損益中、資産運用収益－資産
運用費用として算出した利回りです。

2．海外投融資とは、外資建資産と円建資産の合計

です。

3．一般勘定計につきましては、金銭の信託運用損

益（変額個人年金リスクヘッジ）を除いた数値を

括弧内に記載しております。

（4）主要資産の平均残高

区　　分 平成16年度 平成17年度

現預金・コールローン

買現先勘定

債券貸借取引支払保証金

買入金銭債権

商品有価証券

金銭の信託

公社債

株式

外国証券

貸付金

うち一般貸付

不動産

43,150

－

－

52

－

1,873

265,400

2,376

55,066

22,945

4,073

1,409

35,169

－

－

－

－

9,365

277,226

340

45,144

14,387

5,159

142

一般勘定計

うち海外投融資

496,390

94,607

461,893

45,143

（単位：百万円）

（5）資産運用収益明細表

区　　分 平成16年度 平成17年度

利息及び配当金等収入

商品有価証券運用益

金銭の信託運用益

売買目的有価証券運用益

有価証券売却益

有価証券償還益

金融派生商品収益

為替差益

その他運用収益

合　　計

5,338

－

36

－

486

11

－

－

369

6,243

4,590

－

－

－

502

0

－

0

170

5,264

（単位：百万円）

（6）資産運用費用明細表

区　　分 平成16年度 平成17年度

支払利息

商品有価証券運用損

金銭の信託運用損

売買目的有価証券運用損

有価証券売却損

有価証券評価損

有価証券償還損

金融派生商品費用

為替差損

貸倒引当金繰入額

投資損失引当金繰入額

貸付金償却

賃貸用不動産等減価償却費

その他運用費用

合　　計

0

－

－

－

202

24

0

－

1

54

－

－

15

108

407

1

－

4,788

－

291

55

1

－

0

－

－

－

－

61

5,202

（単位：百万円）

（7）利息及び配当金等収入明細表

区　　分 平成16年度 平成17年度

預貯金利息

有価証券利息・配当金

公社債利息

株式配当金

外国証券利息配当金

貸付金利息

不動産賃貸料

その他共計

0

4,907

2,501

128

594

429

0

5,338

0

4,224

2,613

6

655

366

－

4,590

（単位：百万円）

一般勘定計

うち海外投融資

1.18（1.17）

1.68

0.01（1.07）

1.30
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（8）有価証券売却益明細表

区　　分 平成16年度 平成17年度

国債等債券

株式等

外国証券

その他共計

252

135

5

486

145

27

－

502

（単位：百万円）

（9）有価証券売却損明細表

区　　分 平成16年度 平成17年度

国債等債券

株式等

外国証券

その他共計

0

－

134

202

109

18

63

291

（単位：百万円）

（10）有価証券評価損明細表

区　　分 平成16年度 平成17年度

国債等債券

株式等

外国証券

その他共計

－

－

24

24

－

55

－

55

（単位：百万円）

（11）商品有価証券明細表

平成16年度、平成17年度とも残高はありません。

（12）商品有価証券売買高

平成16年度、平成17年度とも売買高はありません。

（13）有価証券明細表
（単位：百万円、％）

区　　分
平成16年度末

金　額 占　率 金　額 占　率

平成17年度末

国債

地方債

社債

うち公社・公団債

株式

外国証券

公社債

株式等

その他の証券

合　　計

244,540

－

23,453

－

384

51,332

30,920

20,412

68,040

387,751

63.1

－

6.0

－

0.1

13.2

8.0

5.3

17.5

100.0

288,693

－

23,092

4

481

44,607

27,566

17,041

41,356

398,232

72.5

－

5.8

0.0

0.1

11.2

6.9

4.3

10.4

100.0

（14）有価証券残存期間別残高
（単位：百万円）

区　　分

平成16年度末

1年以下
1 年 超

3年以下

3 年 超

5年以下

5 年 超

7年以下

7年超

10年以下

10年超
（期間の定
めのないも
のを含む）

合　計

国債

地方債

社債

株式

外国証券

公社債

株式等

その他の証券

合　計

40,932

－

－

－

2,011

2,000

11

17,708

60,652

40,532

－

－

－

18,655

18,610

44

7,279

66,466

54,836

－

1,458

－

351

309

41

224

56,870

63,421

－

－

－

－

－

－

－

63,421

141

－

16,994

－

－

－

－

991

18,128

44,676

－

5,000

384

30,314

10,000

20,314

41,836

122,211

244,540

－

23,453

384

51,332

30,920

20,412

68,040

387,751

区　　分

平成17年度末

1年以下
1 年 超

3年以下

3 年 超

5年以下

5 年 超

7年以下

7年超

10年以下

10年超
（期間の定
めのないも
のを含む）

合　計

国債

地方債

社債

株式

外国証券

公社債

株式等

その他の証券

合　計

67,034

－

－

－

1,999

1,999

－

190

69,224

60,525

－

1,093

－

15,654

15,566

87

2,180

79,453

85,172

－

4

－

－

－

－

108

85,285

15,100

－

9,996

－

－

－

－

－

25,096

6,214

－

6,998

－

－

－

－

2,512

15,725

54,646

－

5,000

481

26,954

10,000

16,954

36,365

123,447

288,693

－

23,092

481

44,607

27,566

17,041

41,356

398,232

（15）保有公社債の期末残高利回り

区　　分 平成16年度末 平成17年度末

公社債

外国公社債

0.91

0.92

0.88

0.98

（単位：％）
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（16）業種別株式保有明細表
（単位：百万円、％）

区　　分

水産・農林業

鉱業

建設業

食料品

繊維製品

パルプ・紙

化学

医薬品

石油・石炭製品

ゴム製品

ガラス・土石製品

鉄鋼

非鉄金属

金属製品

機械

電気機器

輸送用機器

精密機器

その他製品

陸運業

海運業

空運業

倉庫・運輸関連業

情報・通信業

電気・ガス業

平成16年度末

金　額

－

－

23

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

7

－

3

13

26

－

－

－

164

4

－

－

12

50

79

384

－

－

0

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

26

－

－

－

365

－

－

－

12

49

27

481

－

－

6.0

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

1.8

－

0.9

3.4

7.0

－

－

－

42.8

1.3

－

－

3.3

13.0

20.6

100.0

－

－

0.0

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

5.5

－

－

－

75.9

－

－

－

2.6

10.3

5.7

100.0

占　率 金　額 占　率

平成17年度末

製
　
　
　
　
　
造
　
　
　
　
　
業

運
輸
・
情
報
通
信
業

卸売業

小売業
商
業

銀行業

証券、商品先物取引業

保険業

その他金融業

不動産業

サービス業

合　　計

金
融
・
保
険
業

（17）貸付金明細表
（単位：百万円）

区　　分 平成16年度末残高 平成17年度末残高

保険約款貸付

契約者貸付

保険料振替貸付

9,486 

7,923 

1,563 

5,266 

－

5,164 

5,164 

63 

5 

－

－

33 

14,753

8,261

6,856

1,405

5,071

－

5,000

5,000

50

2

－

－

18

13,333

一般貸付
（うち非居住者貸付）

企業貸付
（うち国内企業向け）

国・国際機関・政府関係機関貸付

公共団体・公企業貸付

住宅ローン

消費者ローン

その他
合　　計

（18）貸付金残存期間別残高
（単位：百万円）

区　　分

平成16年度末

1年以下
1 年 超

3年以下

3 年 超

5年以下

5 年 超

7年以下

7年超

10年以下

10年超
（期間の定
めのないも
のを含む）

合　計

変動金利

固定金利

一般貸付計

77

28

106

5,013

7

5,020

19

2

21

89

9

98

－

12

12

－

6

6

5,199

67

5,266

区　　分

平成17年度末

1年以下
1 年 超

3年以下

3 年 超

5年以下

5 年 超

7年以下

7年超

10年以下

10年超
（期間の定
めのないも
のを含む）

合　計

変動金利

固定金利

一般貸付計

1

31

33

5,019

0

5,020

－

5

5

－

－

－

－

6

6

－

6

6

5,020

50

5,071

（19）国内企業向け貸付金企業規模別内訳

（注）1．業種の区分は以下のとおりです。

2．貸付先数とは、各貸付先を名寄せした結果の債

務者数をいい、貸付件数ではありません。

（単位：件、百万円、％）

区　分

大企業

中堅企業

中小企業

国内企業向け

貸付計

貸付先数

金　　額

貸付先数

金　　額

貸付先数

金　　額

貸付先数

金　　額

平成16年度末

1

75

1

89

1

5,000

3

5,164

1

5,000

－

－

－

－

1

5,000

33.3

1.5

33.3

1.7

33.3

96.8

100.0

100.0

100.0

100.0

－

－

－

－

100.0

100.0

占　率 占　率

平成17年度末

業　種

大企業 従業員
300名超
かつ

資本金3億円以下又は常用
する従業員300名以下

資本金5千万円以下又は常
用する従業員50名以下

従業員
50名超
かつ

資本金
10億円以上

資本金
3億円超
10億円未満

資本金
10億円以上

資本金
5千万円超
10億円未満

中堅企業

中小企業

�右の�～�を除く全業種 �小売業、飲食業

業　種

大企業 従業員
100名超
かつ

資本金5千万円以下又は常
用する従業員100名以下

資本金1億円以下又は常用
する従業員100名以下

従業員
100名超
かつ

資本金
10億円以上

資本金
5千万円超
10億円未満

資本金
10億円以上

資本金
1億円超
10億円未満

中堅企業

中小企業

�サービス業 �卸売業
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（20）貸付金業種別内訳
（単位：百万円、％）

区　　分

製造業

食料

繊維

木材・木製品・パルプ・紙

印刷

化学

石油・石炭

窯業・土石

鉄鋼

非鉄金属

金属製品

一般機械

電気機械

輸送用機械

精密機械

その他の製造業

農・林・漁業

鉱業

建設業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業

卸売業

小売業

金融・保険業

不動産業

各種サービス

地方公共団体

個人（住宅・消費・納税資金等）

合　　計

平成16年度末

金　額

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

89

35

－

－

5,096

－

7

5

33

5,266

－

－

－

－

5,266

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

20

－

－

5,022

－

8

2

18

5,071

－

－

－

－

5,071

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

1.7

0.7

－

－

96.8

－

0.1

0.1

0.6

100.0

－

－

－

－

100.0

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

0.4

－

－

99.0

－

0.2

0.0

0.4

100.0

－

－

－

－

100.0

占　率 金　額 占　率

平成17年度末

国
　
　
　
内
　
　
　
向
　
　
　
け

政府等

金融機関

商工業（等）

合　　計

海
外
向
け

総　合　計

（21）貸付金使途別内訳
（単位：百万円、％）

区　　分
平成16年度末 平成17年度末

金　額

163

5,103

占　率

3.1

96.9

金　額

41

5,030

占　率

0.8

99.2

設備資金

運転資金

（22）貸付金地域別内訳
（単位：百万円、％）

区　分

北 海 道

東　　北

関　　東

中　　部

近　　畿

中　　国

四　　国

九　　州

合　計

平成16年度末

金　額

－

4

193

－

5,035

－

－

－

5,233

占　率

－

0.1

3.7

－

96.2

－

－

－

100.0

平成17年度末

金　額

－

1

5,051

－

－

－

－

－

5,053

占　率

－

0.0

100.0

－

－

－

－

－

100.0

（注）1．個人ローン、非居住者貸付、保険約款貸付等は

含みません。

2．地域区分は、貸付先の本社所在地によります。

（23）貸付金担保別内訳
（単位：百万円、％）

区　分

担保貸付

有価証券担保貸付

不動産・動産・財団担保貸付

指名債権担保貸付

保証貸付

信用貸付

その他

一般貸付計

うち劣後特約付貸付

平成16年度末

金　額

89

－

89

－

－

5,144

33

5,266

－

占　率

1.7

－

1.7

－

－

97.7

0.6

100.0

－

金　額

－

－

－

－

－

5,053

18

5,071

－

占　率

－

－

－

－

－

99.6

0.4

100.0

－

平成17年度末

（24）不動産及び動産明細表

�不動産及び動産の明細
（単位：百万円、％）

区　分

土　地

建　物

動　産

建設仮勘定

合　計

土　地

建　物

動　産

建設仮勘定

合　計

前期末

残　高

1,235

886

50

－

2,172

－

162

33

－

195

－

6

1

－

8

－

3

0

0

4

1,235

704

2

－

1,943

－

31

3

－

35

－

25

16

－

41

－

9

9

－

19

－

162

33

－

195

－

124

20

0

145

－

672

288

－

960

－

649

226

－

875

－

80.6

89.6

－

83.1

－

84.0

87.6

－

84.9

当　期

増加額

当　期

減少額

当　期

償却額

当期末

残　高

償　却

累計額

償　却

累計率

平
成
16
年
度

平
成
17
年
度

�不動産残高及び賃貸用ビル保有数
（単位：百万円）

区　　分

不動産残高

営業用

賃貸用

賃貸用ビル保有数

平成16年度末

162

162

－

0棟

平成17年度末

125

125

－

0棟

（注）「当期減少額」欄の括弧内には、減損損失の計上額

を記載しています。



67

（25）不動産動産等処分益明細表
（単位：百万円）

区　　分

不　　動　　産

動　　　　　産

そ　　の　　他

合　　計

平成16年度

－

－

3

3

平成17年度

－

－

－

－

（26）不動産動産等処分損明細表
（単位：百万円）

区　　分

不　　動　　産

動　　　　　産

そ　　の　　他

合　　計

平成16年度

557

2

5

565

平成17年度

31

3

340

376

（27）賃貸用不動産等減価償却費明細表
（単位：百万円、％）

区　分

建　物

動　産

その他

合　計

取得原価

－

－

－

－

当期償却額

－

－

－

－

償却累計額

－

－

－

－

当期末残高

－

－

－

－

償却累計率

－

－

－

－

（28）海外投融資の状況
�資産別明細
イ．外貨建資産

（単位：百万円、％）

区　分

公　社　債

株　式

現預金・その他

小　　計

平成16年度末

金　額

521

－

102

624

占　率

0.6

－

0.1

0.7

金　額

566

－

91

658

占　率

0.8

－

0.1

0.9

平成17年度末

ロ．円貨額が確定した外貨建資産
（単位：百万円、％）

区　分

公　社　債

現預金・その他

小　　計

平成16年度末

金　額

－

－

－

占　率

－

－

－

金　額

－

－

－

占　率

－

－

－

平成17年度末

ハ．円貨建資産
（単位：百万円、％）

区　分

非居住者貸付

外国公社債

外国株式等

公社債（円建外債）・その他

小　　計

平成16年度末

金　額

－

30,398

59,495

40

89,934

占　率

－

33.6

65.7

0.0

99.3

金　額

－

26,999

47,301

36

74,337

占　率

－

36.0

63.1

0.0

99.1

平成17年度末

二．合　計
（単位：百万円、％）

区　分

海外投融資

平成16年度末

金　額

90,558

占　率

100.0

金　額

74,996

占　率

100.0

平成17年度末

（注）「円貨額が確定した外貨建資産」は、為替予約が付さ

れていることにより決済時の円貨額が確定し、当該

円貨額を資産の貸借対照表価額としているもので

す。

�地域別構成
（単位：百万円、％）

区　分

北　米

ヨーロッパ

オセアニア

アジア

中南米

中　東

アフリカ

国際機関

合　計

金額

563

21,898

－

－

28,871

－

－

－

51,332

占率

1.1

42.7

－

－

56.2

－

－

－

100.0

金額

521

10,000

－

－

20,398

－

－

－

30,920

占率

1.7

32.3

－

－

66.0

－

－

－

100.0

金額

41

11,898

－

－

8,472

－

－

－

20,412

占率

0.2

58.3

－

－

41.5

－

－

－

100.0

金額

－

－

－

－

－

－

－

－

－

占率

－

－

－

－

－

－

－

－

－

金額

614

18,854

－

－

25,139

－

－

－

44,607

占率

1.4

42.3

－

－

56.4

－

－

－

100.0

金額

566

10,000

－

－

16,999

－

－

－

27,566

占率

2.1

36.3

－

－

61.7

－

－

－

100.0

金額

47

8,854

－

－

8,139

－

－

－

17,041

占率

0.3

52.0

－

－

47.8

－

－

－

100.0

金額

－

－

－

－

－

－

－

－

－

占率

－

－

－

－

－

－

－

－

－

平成16年度末

外国証券 外国証券
公　社　債 公　社　債株　式　等 株　式　等

非居住者貸付 非居住者貸付

平成17年度末
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（29）海外投融資利回り
平成16年度
1.68%

平成17年度
1.30%

（30）公共関係投融資の概況（新規引受額、貸出額）
(単位：百万円）

（31）各種ローン金利

公
共
債

貸
　
付

区　　　　分

国　債
地方債
公社・公団債

小　　　計
政府関係機関
公共団体・公企業

小　　　計
合　　　計

平成16年度
金　　　額

528
－
22
550
28
－
28
578

平成17年度
金　　　額

366
－
19
385
30
－
30
415

貸出の種類 利　　　　率

一般貸付標準金利
（長期プライムレート）

平成17年9月10日実施
年1.55％

平成17年12月10日実施
年1.85％

平成18年3月10日実施
年2.10％

（32）その他の資産明細表
（単位：百万円）

平
成
16
年
度

平
成
17
年
度

資産の種類

ソフトウェア

その他

合　　計

資産の種類

ソフトウェア

その他

合　　計

取得原価

2,240

220

2,461

取得原価

2,159

196

2,356

当期増加額

917

6

924

当期増加額

866

2

869

当期減少額

－

14

14

当期減少額

346

2

348

減価償却累計額

999

15

1,014

減価償却累計額

514

1

516

期末残高

2,159

197

2,356

期末残高

2,165

195

2,360

摘　要

摘　要

※その他資産の期末残高には、新金融安定化基金160百万円を含む。

�外貨建資産の通貨別構成
（単位：百万円、％）

区　分

米ドル
ユーロ
カナダドル
オーストラリアドル
その他

合　　　計

平成16年度末
金　　額

624
－
－
－
－

624

占　　率
100.0

－
－
－
－

100.0

平成17年度末
金　　額

658
－
－
－
－

658

占　　率
100.0

－
－
－
－

100.0
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有価証券等の時価情報（一般勘定）�―5

（1）有価証券の時価情報

�売買目的有価証券の評価損益
（単位：百万円）

区　　分
平成16年度末

貸借対照表計上額

7,036

当期の損益に含まれた評価損益

49

貸借対照表計上額

7,748

当期の損益に含まれた評価損益

△ 4,406

平成17年度末

売買目的有価証券

（注）本表には、「金銭の信託」等の売買目的有価証券を含みます。

�有価証券の時価情報（売買目的有価証券以外の有価証券のうち時価のあるもの）
（単位：百万円）

区　　分

満期保有目的の債券

責任準備金対応債券

子会社･関連会社株式

その他有価証券

公社債

株　式

外国証券

公社債

株式等

その他の証券

買入金銭債権

譲渡性預金

その他

合　　　計

公社債

株　式

外国証券

公社債

株式等

その他の証券

買入金銭債権

譲渡性預金

その他

帳簿価額

255,205 

－

－

131,805 

43,228 

99 

21,139 

598 

20,541 

67,337 

－

－

－

387,011

268,035 

99 

51,538 

30,996 

20,541 

67,337 

－

－

－

258,489 

－

－

131,657 

43,186 

164 

20,934 

521 

20,412 

67,372 

－

－

－

390,147 

271,766 

164 

50,844 

30,431 

20,412 

67,372 

－

－

－

3,284 

－

－

△ 148 

△ 41 

64 

△ 205 

△ 76 

△ 128 

34 

－

－

－

3,136 

3,730 

64 

△ 693 

△ 564 

△ 128 

34 

－

－

－

4,143 

－

－

797 

131 

64 

32 

－

32 

569 

－

－

－

4,941 

4,244 

64 

63 

31 

32 

569 

－

－

－

△ 859 

－

－

△ 945 

△ 173 

－

△ 237 

△ 76 

△ 161 

△ 534 

－

－

－

△ 1,805 

△ 513 

－

△ 757 

△ 595 

△ 161 

△ 534 

－

－

－

285,920

－

－

112,461 

54,868 

99 

17,633 

595 

17,038 

39,859 

－

－

－

398,381

313,789 

99 

44,632 

27,594 

17,038 

39,859 

－

－

－

285,309

－

－

111,711 

52,865 

365 

17,608 

566 

17,041 

40,872 

－

－

－

397,021

311,096 

365 

44,686 

27,645 

17,041 

40,872 

－

－

－

△ 610 

－

－

△ 749 

△ 2,003 

265 

△ 24 

△ 28 

3 

1,013 

－

－

－

△ 1,360 

△ 2,693 

265 

53 

50 

3 

1,013 

－

－

－

682 

－

－

1,994 

0 

265 

128 

－

128 

1,599 

－

－

－

2,676 

588 

265 

222 

93 

128 

1,599 

－

－

－

△ 1,293 

－

－

△ 2,743 

△ 2,003 

－

△ 153 

△ 28 

△ 125 

△ 585 

－

－

－

△ 4,036 

△ 3,281 

－

△ 168 

△ 43 

△ 125 

△ 585 

－

－

－

帳簿価額時　価 時　価
うち差益 うち差益うち差損 うち差損

差　損　益 差　損　益

平成16年度末 平成17年度末

（注）本表には、CD（譲渡性預金）等、証券取引法上の有価証券に準じた取扱いを行うことが適当と認められるものを含みます。
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�．業務の状況を示す指標等

・時価のない有価証券の帳簿価額は次のとおりです。
（単位：百万円）

区　　　分

満期保有目的の債券

非上場外国債券

その他

責任準備金対応債券

子会社・関連会社株式

その他有価証券

非上場国内株式（店頭売買株式を除く）

非上場外国株式（店頭売買株式を除く）

非上場外国債券

その他

合　　　　　計

平成16年度末

－

－

－

－

－

887

219

－

－

667

887

－

－

－

－

－

600 

116 

－

－

484 

600 

平成17年度末

（2）金銭の信託の時価情報
（単位：百万円）

区　　分

金銭の信託 7,036 7,036 － － － 7,748 7,748 － － －

貸　借
対照表
計上額

貸　借
対照表
計上額

時　価 時　価
うち差益 うち差益うち差損 うち差損

差　損　益 差　損　益

平成16年度末 平成17年度末

・運用目的の金銭の信託
（単位：百万円）

区　　分

運用目的の金銭の信託

平成16年度末

貸借対照表計上額 当期の損益に含まれた評価損益 貸借対照表計上額 当期の損益に含まれた評価損益

7,036 49 7,748 △ 4,406

平成17年度末

・満期保有目的・責任準備金対応・その他の金銭の信託

平成16年度末、平成17年度末とも残高はありません。

（3）デリバティブ取引の時価情報（ヘッジ会計適用・非適用の合算値）

�差損益の内訳（ヘッジ会計適用分・非適用分の内訳）

ヘッジ会計適用分

ヘッジ会計非適用分

合　計

合　計

－

△ 4,356

△ 4,356

その他

－

－

－

債券関連

－

－

－

株式関連

－

△ 2,828

△ 2,828

通貨関連

－

△ 1,528

△ 1,528

金利関連

－

－

－

（注）ヘッジ会計非適用分の差損益は、損益計算書に計上されています。

�金利関連

該当ありません。

（単位：百万円）
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�通貨関連

（注）1．括弧内には「契約額等」の欄にはオプション料、「時価」の欄にはオプションの時価、「差損益」の欄にはオプション

料とオプションの時価の差額を記載しております。

2．オプションの時価は取引相手先から入手した価格を使用して算定しております。

－

（－）

－

（－）

－

（－）

－

（－）

－

（－）

－

（－）

－

（－）

－

（－）

－

（－）

24,650

（2,607）

13,789

（1,578）

10,861

（1,029）

－

（－）

－

（－）

－

（－）

－

（－）

－

（－）

－

（－）

－

（－）

－

（－）

－

（－）

22,328

（2,585）

12,528

（1,564）

9,800

（1,021）

（－）

（－）

（－）

（－）

（－）

（－）

（－）

（－）

（－）

（2,578）

（1,669）

（909）

（－）

（－）

（－）

（－）

（－）

（－）

（－）

（－）

（－）

（△28）

（91）

（△120）

△28

契約額等
契約額等の
うち１年超

時　価 差損益

市
場
取
引
以
外
の
取
引

区

分

通貨オプション

売　建

コール

（米ドル）

（ユーロ）

プット

（米ドル）

（ユーロ）

買　建

コール

（米ドル）

（ユーロ）

プット

（米ドル）

（ユーロ）

－

（－）

－

（－）

－

（－）

－

（－）

－

（－）

－

（－）

－

（－）

－

（－）

－

（－）

29,401

（3,446）

16,966

（2,159）

12,435

（1,287）

－

（－）

－

（－）

－

（－）

－

（－）

－

（－）

－

（－）

－

（－）

－

（－）

－

（－）

26,945

（3,393）

15,536

（2,125）

11,408

（1,267）

（－）

（－）

（－）

（－）

（－）

（－）

（－）

（－）

（－）

（1,918）

（1,203）

（714）

（－）

（－）

（－）

（－）

（－）

（－）

（－）

（－）

（－）

（△1,528）

（△955）

（△572）

△1,528

取引の種類

前事業年度末
（平成17年3月31日）

契約額等
契約額等の
うち１年超

時　価 差損益

当事業年度末
（平成18年3月31日）

合　　　　　計

（単位：百万円）
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�．業務の状況を示す指標等

�株式関連

（注）1．括弧内には「契約額等」の欄にはオプション料、「時価」の欄にはオプションの時価、「差損益」の欄にはオプション

料とオプションの時価の差額を記載しております。

2．オプションの時価は取引相手先から入手した価格を使用して算定しております。

�債券関連

該当ありません。

�その他

該当ありません。

区

分
取引の種類

市
場
取
引
以
外
の
取
引

オプション

売　建

コール

プット

買　建

コール

プット

－

（－）

－

（－）

－

（－）

34,304

（2,459）

－

（－）

－

（－）

－

（－）

31,128

（2,443）

（－）

（－）

（－）

（2,538）

（－）

（－）

（－）

（78）

78

－

（－）

－

（－）

－

（－）

63,940

（7,014）

－

（－）

－

（－）

－

（－）

59,531

（6,908）

（－）

（－）

（－）

（4,185）

（－）

（－）

（－）

（△2,828）

△2,828合　　　　　計

契約額等
契約額等の
うち１年超

時　価 差損益

前事業年度末
（平成17年3月31日）

契約額等
契約額等の
うち１年超

時　価 差損益

当事業年度末
（平成18年3月31日）

（単位：百万円）
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現在、わが国においては経済の自由化・国際化、少子高

齢化など、保険事業を取り巻く環境が急激に変化しており、

保険会社はさまざまなリスクを抱えるようになっていま

す。

リスク管理基本方針

当社は、取締役会において「リスク管理基本方針」を定

めています。同方針では、生命保険事業の社会公共性に鑑

み、お客さまや社会に広く信認される生命保険会社を目指

すため、リスク管理を経営の重要課題と認識し、その整

備・強化に取り組むこと、各種リスクを統括して管理する

ための態勢を明確化することを定めています。

リスクの分類・定義

「リスク管理基本方針」では、当社の経営上のリスクを

次のとおり分類・定義し、自己責任原則の下にその適切な

管理に努めています。

1．保険引受リスク

経済情勢や保険事故の発生率等が保険料設定時の予測に

反して変動することにより損失を被るリスク。

2．資産運用リスク

（1）市場関連リスク

金利、有価証券等の価格、為替等の様々なリスクファク

ターの変動により、保有する資産（オフバランス資産を含

む）の価値が変動し損失を被るリスク。

�金利変動リスク

金利の変動に伴い損失を被るリスクで、資産と負債の金

利または期間のミスマッチが存在している中で金利が変動

することにより、利益が低下ないし損失を被るリスク。

�価格変動リスク

有価証券等の価格の変動に伴って資産価格が減少するリ

スク。

�為替変動リスク

外貨建資産・負債について、ネットベースで資産超また

は負債超ポジションが造成されていた場合に、為替の価格

が当初予定されていた価格と相違することにより損失が発

生するリスク。

（2）信用リスク

信用供与先の財務状況の悪化等により、資産（オフバラ

ンス資産を含む）の価値が減少ないし消失し損失を被るリ

スク。

（3）不動産投資リスク

賃貸料等の変動等を要因として、不動産にかかる収益が

減少する、または市況の変化等を要因として不動産価格自

体が減少し損失を被るリスク。

3．流動性リスク

�資金繰りリスク

事業収支の悪化、大規模災害での資金流出等により資金

繰りが悪化し、資金の確保に通常よりも著しく低い価格で

の資産売却を余儀なくされることにより損失を被るリス

ク。

�市場流動性リスク

市場の混乱等により市場において取引ができなかった

り、通常よりも著しく不利な価格での取引を余儀なくされ

ることにより損失を被るリスク。

4．事務リスク

役職員等が正確な事務を怠る、あるいは事故・不正・情

報漏洩等を起こすことにより損失を被るリスク。

5．システムリスク

コンピュータシステムのダウンまたは誤作動等、システ

ムの不備等に伴い損失を被るリスクまたはコンピュータが

不正に使用されることにより損失を被るリスク。

6．法務リスク

諸法令等の遵守を怠ること等により損失を被るリスク。

7．労務人事リスク

雇用問題、労務管理、人材流出、人権問題など、労務・

人事上のトラブルが発生することにより損失を被るリス

ク。

8．災害リスク

大規模災害等に対する予防対策、あるいは発生時の緊急

措置体制が整備されていないことにより損失を被るリス

ク。

9．風評リスク

当社または生命保険業界に関する悪評・信用不安情報等

が保険契約者、投資家、マスコミ、インターネット、その

他社会一般等に広がり、当社の業績に悪影響が生じる等の

事態が発生することにより損失を被るリスク。

リスク管理方針と組織

当社では、各種リスクに対し、必要な対策を講じ、リス

クの発生を防止あるいは一定の許容範囲内にコントロール

するよう努めるため、各種リスクごとの管理方針(規程)を

定めています。組織面では、リスク分類ごとにリスク管理

部門を置いています。リスク管理部門は、各種リスクの管

理体制の整備、リスク状況の把握・分析・評価および業務

執行部門等への牽制・指導等を行います。また、業務執行

部門から独立して各種リスクを統括管理するため、リスク

管理部を設置しています。

当社では、リスク管理に対する組織横断的な事項に対応

するため、リスク統括委員会を設置しています。リスク管

理部門が把握した全社のリスク状況等は、リスク管理部が

とりまとめ、定期的にリスク統括委員会で審議され、取締

役会へ報告されます（但し、緊急を要する場合は、随時、

取締役会等へ報告）。

取締役会は、報告を受けたリスク状況等を、業務の遂行、

管理体制の整備等に活用しています。

監査等の体制

保険計理人は、リスク管理において、保険数理に関する

事項に関与し、必要に応じ取締役会等に意見を具申します。

業務監査部は業務執行部門およびリスク管理部門から独

�．保険会社の運営

リスク管理の体制�―1



74

�．保険会社の運営

当社はお客さまに信頼され、健全な会社であり続けるた

め、コンプライアンス（法令等遵守）体制の整備・強化を

重点に取り組んでいます。

1．コンプライアンス体制

当社ではコンプライアンスの徹底およびその体制強化を

目的に「コンプライアンス委員会」を設置しています。当

委員会は代表取締役社長を委員長とし、コンプライアンス

に関する事項の審議・検討を行い、その徹底を図っていま

す。

また、社内各部門において、コンプライアンス責任者、

コンプライアンス担当者を任命し、それぞれの組織内にお

けるコンプライアンスの徹底を図っています。

2．コンプライアンス・プログラムの策定と推進

当社では、毎年度、規程の整備、内部管理態勢ならびに

立し、リスク管理の状況や規程等の整備状況等について監

査を実施します。

取締役会および社長は、監査役会および監査役からリス

ク管理に関する指摘ないし報告を受けた場合には、速やか

に適切な対応を行うことと定めています。また、内部管理

体制の有効性等を検証するために、会計監査人等による外

部監査も規定しています。

リスク管理・コンプライアンス体制図

保険計理人

コンプライアンス委員会 リスク統括委員会

リスク管理部

リスク管理部 システム企画部 法務
コンプライアンス部 企画部

法務コンプライアンス部

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
（
法
令
等
遵
守
）

各　業　務　執　行　部　門

保
険
引
受
リ
ス
ク

資
産
運
用
リ
ス
ク

信
用
リ
ス
ク

不
動
産
投
資
リ
ス
ク

市
場
関
連
リ
ス
ク

流
動
性
リ
ス
ク

事
務
リ
ス
ク

シ
ス
テ
ム
リ
ス
ク

法
務
リ
ス
ク

風
評
リ
ス
ク

意見具申等

取　締　役　会 監査役会　監査役

【
外
部
監
査
】
会
計
監
査
人
等

【
内
部
監
査
】
業
務
監
査
部

人事総務部

労
務
人
事
リ
ス
ク

災
害
リ
ス
ク

監査

【リスク管理部門】

監査

監査

監査

コンプライアンス(法令等遵守)の体制Ⅶ―3

当社では、T&D保険グループ共通のシナリオに基づく
ストレステストを定期的に実施しています。

ストレステストとは、多額の損失を引き起こしうる極端

な事象の発生に対して会社にどの程度のリスク対応力があ

るかを測るために用いられる手法であり、VaR等に基づ

くリスク管理手法を補完するものと位置づけています。

具体的には、株価の大幅な下落、金利の急激な上昇、大

地震発生等のストレスシナリオに基づく損失額を算出し、

リスク対応力を検証するとともに、経営の健全性確保のた

めの判断材料として活用しています。

ストレステストの実施Ⅶ―2
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当社役職員および代理店の研修計画等について「コンプラ

イアンス・プログラム」を策定し、当社役職員および代理

店のコンプライアンス意識の向上を図っています。

3．「コンプライアンス・マニュアル」の策定・見直し

当社では、「T&D保険グループCSR憲章」ならびに
「T&Dフィナンシャル生命コンプライアンス行動規範」に
基づき、役職員一人ひとりが法令等に則った職務を遂行す

るための基本的な手引書として「コンプライアンス・マニ

ュアル」を作成し、新たに施行された法令に対応するなど、

毎年の改訂を行っています。役職員は、この「コンプライ

アンス・マニュアル」を日常業務において活用するととも

に、コンプライアンス研修の基本教材としています。

4．T&Dフィナンシャル生命の勧誘方針
当社は、生命保険を勧誘する場合の基本方針として、

「T&Dフィナンシャル生命の勧誘方針」を公表し、お客さ
まのニーズとプライバシー保護の立場から適正・適切な商

品設計・勧誘に努めています。

この方針は、Ｔ&Ｄフィナンシャル生命がお客さまに対
して生命保険等の金融商品の勧誘活動を行う際の基本的な

方針です。

Ｔ&Ｄフィナンシャル生命は、コンサルティング活動を
通じてお客さまに適正なサービスをご提供するために、お

客さまのご意向と実情、プライバシー等に配慮し、常に適

正、適切な態度での商品設計と勧誘活動に努めてまいりま

す。

●お客さまの状況をふまえた適正な勧誘に努めます。

・お客さまの誤解を招くような表示や説明は行いません。

また、お客さまに対し、社会的批判を招くような方法・

場所・時間帯での勧誘は行いません。

・特に、市場リスクが存在する商品（「無配当変額個人年

金保険」など）は、商品購入目的、年齢、収入、投資等

の経験など、お客さまのご意向と実情に応じた勧誘に努

めます。

●重要な事項の適切な説明に努めます。

・勧誘時には書面の交付などを行い、ご契約内容の重要事

項をご説明したうえで、ご契約いただくよう努めます。

・お客さまと直接対面しない方法で勧誘を行う場合（イン

ターネットによる販売、通信販売など）は、重要な事項

などをご理解いただきやすいよう、ご説明方法に十分な

工夫をいたします。

●職員等に対する教育・研修の充実に努めます。

・コンサルティング・セールスを通じてお客さまに信頼さ

れる募集人の育成を目指すため、職員等の教育・研修体

制の強化・充実に努めます。

●お客さまの情報は厳正にお取り扱いいたします。

・お客さまの情報は厳正に取り扱い、お客さま情報の保護

に万全を尽くします。

●勧誘活動にあたっては法令等を遵守いたします。

・勧誘活動にあたっては、お客さまからの信頼確保を第一

義とし、常に保険業法など各種法令等を遵守いたします。

●その他､適正な勧誘に向けた体制を構築いたします。

（平成13年10月制定）

～ご相談・お申し出には迅速･的確に対応いたします。～

お客さまからのご相談・お申し出は、下記までお問い合わせください。

＜お問い合わせ先＞

「お客様サービスセンター」

フリーダイヤル

0120－301－396／0120－302－572（投資型年金専用）

受付時間：9：00～17：00（土・日・祝日等を除く）

個人情報の保護についてⅦ―4

び「個人情報取扱規程」等に基づき安全な管理・適切な保

護にあたっています。

保護の対象とする個人情報の範囲、該当情報の形態・内

容・取扱方法等による分類、また分類ごとの安全管理措置

を定め、さらに管理責任者を任命して保護・管理体制を強

化しています。

また、全従業者は、個人情報保護推進と意識高揚に努め

ております。

今後についても、高度情報化社会の流れに適合するよう、

お客さまの個人情報保護に注意を払ってまいります。

■個人情報の利用並びに外部への提供

個人情報の利用は、業務上必要な範囲に限定しており、

法令等の定めによる場合を除き外部への提供は実施してい

ません。

■保有個人データの開示請求とその範囲

お客さまからの開示請求には、本人確認を実施した上で

「個人情報取扱規程」および「個人情報開示細則」に基づ

き開示可能な範囲内において開示しています。

■保有個人データの訂正請求

上記開示請求と同様に本人確認を実施した上で、迅速に

対応しています。

個人情報の保護についての基本的な考え方

当社は、お客さまに関する個人情報（氏名、住所、生年

月日などが含まれる情報）を、大量に保有しており、

「Ｔ&Ｄフィナンシャル生命プライバシーポリシー」およ
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�．特別勘定に関する指標等�．特別勘定に関する指標等

特別勘定資産残高の状況�―1

個人変額保険および変額個人年金保険特別勘定資産の運用の経過�―2

（単位：百万円）

区　　　　分

個人変額保険
変額個人年金保険
団体年金保険
特別勘定計

平成16年度末
金　　額

2,648 
245,235 

297 
248,181 

3,227 
456,198 

56 
459,481

平成17年度末
金　　額

（1）個人変額保険特別勘定資産の運用経過

平成17年度の国内・海外株式市場は、期初景気減速懸

念や原油価格の上昇などから軟調な展開となりましたが、

その後は内外の好調な企業業績見通しを背景に上昇基調と

なりました。

また国内長期金利は、期初景気減速観測から低下するも、

6月以降は景気回復期待や量的緩和解除観測から上昇基調

となりました。海外長期金利についても、前半先行き景気

悪化懸念から低下するも、後半は米・欧のインフレ懸念に

よる利上げ継続観測などから上昇基調となりました。

こうした運用環境下、当特別勘定は国内株式を運用資産

の中心と位置付け、ROEなど成長性を重視した銘柄選定

を行い、ポートフォリオを構築しました。

この結果、国内株式の構成比は、前年度末から5.5％上

昇して57.3％、国内債券は1.0％低下して18.6％、外国

債券は2.0％低下して16.4％となりました。

当特別勘定の運用につきましては、今後とも運用収益の

向上を目指して中長期的な視点から資産配分を行い、ご契

約者の負託に応えてまいります。

（2）変額個人年金保険特別勘定資産の運用経過

変額個人年金保険特別勘定において、各特別勘定資産の運用は以下のとおりとなりました。

�無配当変額個人年金保険

特 別 勘 定 名

日本株式一般A

≪運用経過≫ 上記の追加型株式投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は前年度末比＋56.31％となりました。

≪運用経過≫ 上記の追加型株式投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は前年度末比＋57.63％となりました。

≪運用経過≫ 上記の追加型株式投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は前年度末比＋46.05％となりました。

≪運用経過≫ 上記の追加型株式投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は前年度末比＋44.08％となりました。

≪運用経過≫ 上記の追加型株式投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は前年度末比＋39.56％となりました。

≪運用経過≫ 上記の追加型株式投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は前年度末比＋5.52％となりました。

≪運用経過≫ 上記の追加型株式投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は前年度末比＋26.80％となりました。

≪運用経過≫ 上記の外国投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は前年度末比＋10.78％となりました。

≪運用経過≫ 上記の追加型株式投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は前年度末比▲1.59％となりました。

日本株式アクティブA

日本株式バリューA

日本株式インデックスA

外国株式A

外国債券A

グローバル・バランスA

米ドル建MMF

マネー・オープン

設　定　日

平成14年10月1日

平成13年11月1日

平成13年11月1日

平成13年11月1日

平成15年4月1日

平成15年4月1日

平成13年11月1日

平成13年11月1日

平成13年11月1日

主な投資対象となる投資信託名（上段）と運用会社名（下段）

ダイワ日本株オープンVA
大和証券投資信託委託株式会社

アクティブ・ニッポンVA（愛称：武蔵VA）
大和証券投資信託委託株式会社

大和住銀日本バリュー株ファンドVA（愛称：黒潮VA）
大和住銀投信投資顧問株式会社

ダイワ・トピックス・インデックスファンドVA
大和証券投資信託委託株式会社

大和住銀／T．ロウ・プライス外国株式ファンドVA
大和住銀投信投資顧問株式会社
（投資顧問： T．ロウ・プライス・グローバル・アセット・マネージメント社）

大和住銀／T．ロウ・プライス外国債券ファンドVA
大和住銀投信投資顧問株式会社
（投資顧問： T．ロウ・プライス・グローバル・アセット・マネージメント社）

大和住銀グローバルバランスファンドVA（愛称：七つの海VA）
大和住銀投信投資顧問株式会社

ダイワ外貨MMF－USドル・ポートフォリオ
ダイワ・アセット・マネジメント（ヨーロッパ）リミテッド

マネー・オープン
大和証券投資信託委託株式会社
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�無配当新変額個人年金保険

特 別 勘 定 名

日本株式ファンド･オブ･ファンズ型

日本株式アクティブ型

日本株式インデックス型

バランス型A

バランス型B

外国株式型

外国債券型A

外国債券型B

外国債券型C

マネー型

≪運用経過≫ 上記の追加型株式投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は前年度末比＋48.79％となりました。

≪運用経過≫ 上記の追加型株式投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は前年度末比＋44.33％となりました。

≪運用経過≫ 上記の追加型株式投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は前年度末比＋16.41％となりました。

≪運用経過≫ 上記の追加型株式投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は前年度末比＋9.63％となりました。

≪運用経過≫ 上記の追加型株式投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は前年度末比＋24.33％となりました。

≪運用経過≫ 上記の追加型株式投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は前年度末比＋10.52％となりました。

≪運用経過≫ 上記の追加型株式投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は前年度末比＋2.88％となりました。

≪運用経過≫ 上記の追加型株式投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は前年度末比＋5.43％となりました。

≪運用経過≫ 上記の追加型株式投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は前年度末比▲1.53％となりました。

≪運用経過≫ 上記の追加型株式投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は前年度末比＋43.12％となりました。

設　定　日

平成14年10月1日

平成16年4月6日

平成14年10月1日

平成14年10月1日

平成14年10月1日

平成14年10月1日

平成15年2月17日

平成15年2月17日

平成16年4月6日

平成14年10月1日

主な投資対象となる投資信託名（上段）と運用会社名（下段）

ファンド・オブ・オールスター・ファンズVA
三菱UFJ投信株式会社

フィデリティ・日本成長株・ファンドVA3（適格機関投資家専用）
フィデリティ投信株式会社

225インデックスファンドVA（適格機関投資家専用）
T&Dアセットマネジメント株式会社

三菱UFJ グローバルバランスVA
三菱UFJ投信株式会社

ダ・ヴィンチ VA
ゴールドマン・サックス・アセット・マネジメント株式会社

三菱UFJ 外国株式インデックスファンドVA
三菱UFJ投信株式会社

LM・米国短期債ファンドVA（適格機関投資家専用）
レッグ・メイソン・アセット・マネジメント株式会社

LM・ユーロ短期債ファンドVA（適格機関投資家専用）
レッグ・メイソン・アセット・マネジメント株式会社

三菱UFJ 外国債券インデックスファンドVA
三菱UFJ投信株式会社

マネーコース
三菱UFJ投信株式会社

�無配当変額個人年金保険 （最低死亡保証逓増型）

特 別 勘 定 名

日本株式一般型A

≪運用経過≫ 上記の追加型株式投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は前年度末比＋53.24％となりました。

≪運用経過≫ 上記の追加型株式投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は前年度末比＋58.53％となりました。

≪運用経過≫ 上記の追加型株式投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は前年度末比＋42.65％となりました。

≪運用経過≫ 上記の追加型株式投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は前年度末比＋43.34％となりました。

≪運用経過≫ 上記の追加型株式投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は前年度末比＋43.34％となりました。

≪運用経過≫ 上記の追加型株式投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は前年度末比＋23.13％となりました。

≪運用経過≫ 上記の追加型株式投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は前年度末比＋5.18％となりました。

日本株式一般型B

日本株式中小型A

日本株式インデックス型A

日本株式インデックス型B

外国株式型A

外国債券型A

設　定　日

平成14年10月1日

平成14年10月1日

平成14年10月1日

平成14年10月1日

平成14年10月1日

平成14年10月1日

平成14年10月1日

主な投資対象となる投資信託名（上段）と運用会社名（下段）

JF日本株・アクティブ・オープンVA1
JPモルガン・アセット・マネジメント株式会社

アクティブバリューオープンVA1（適格機関投資家専用）
T&Dアセットマネジメント株式会社

メリルリンチ日本小型株ファンドVA（適格機関投資家専用）
メリルリンチ・インベストメント・マネジャーズ株式会社

225インデックスファンドVA1（適格機関投資家専用）
T&Dアセットマネジメント株式会社

三菱UFJ TOPIX・ファンドVA1
三菱UFJ投信株式会社

ステート・ストリート外国株式インデックス・ファンドVA2（適格機関投資家専用）
ステート・ストリート投信投資顧問株式会社

インベスコ海外債券オープンVA1（適格機関投資家私募投信）
インベスコ投信投資顧問株式会社
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�．特別勘定に関する指標等

�無配当新変額個人年金保険 （最低死亡保証逓増型）

特 別 勘 定 名

日本株式アクティブ型A

日本株式アクティブ型B

日本株式アクティブ型C

日本株式インデックス型A

日本債券型A

外国株式型A

外国債券型A

マネー型

≪運用経過≫ 上記の追加型株式投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は前年度末比＋61.38％となりました。

≪運用経過≫ 上記の追加型株式投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は前年度末比＋42.95％となりました。

≪運用経過≫ 上記の追加型株式投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は前年度末比＋60.13％となりました。

≪運用経過≫ 上記の追加型株式投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は前年度末比＋44.36％となりました。

≪運用経過≫ 上記の追加型株式投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は前年度末比▲3.40％となりました。

≪運用経過≫ 上記の追加型株式投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は前年度末比＋19.80％となりました。

≪運用経過≫ 上記の追加型株式投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は前年度末比＋4.37％となりました。

≪運用経過≫ 上記の追加型株式投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は前年度末比▲1.74％となりました。

設　定　日

平成14年10月1日

平成14年10月1日

平成14年10月1日

平成14年10月1日

平成14年10月1日

平成14年10月1日

平成14年10月1日

平成14年10月1日

主な投資対象となる投資信託名（上段）と運用会社名（下段）

三菱UFJ 日本株オープン「35」VA
三菱UFJ投信株式会社

フィデリティ・日本成長株・ファンドVA3（適格機関投資家専用）
フィデリティ投信株式会社

T&D・アクティブバリューオープンVA（適格機関投資家専用）
T&Dアセットマネジメント株式会社

三菱UFJ TOPIX・ファンドVA
三菱UFJ投信株式会社

ノムラ国内債券オープンVA（適格機関投資家専用）
野村アセットマネジメント株式会社

モルガン・スタンレー 世界株式オープンVA（適格機関投資家専用）
モルガン・スタンレー・アセット・マネジメント投信株式会社

LM・世界債券ファンドVA（適格機関投資家専用）
レッグ・メイソン・アセット・マネジメント株式会社

フィデリティ・マネー・プールVA（適格機関投資家専用）
フィデリティ投信株式会社

�無配当変額個人年金保険 （最低死亡保証逓増・災害3割加算型）

特 別 勘 定 名

日本株式アクティブ型A

日本株式インデックス型A

外国株式型A

バランス型A

マネー型

≪運用経過≫ 上記の追加型株式投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は前年度末比＋41.91％となりました。

≪運用経過≫ 上記の追加型株式投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は前年度末比＋42.59％となりました。

≪運用経過≫ 上記の追加型株式投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は前年度末比＋23.66％となりました。

≪運用経過≫ 上記の追加型株式投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は前年度末比＋14.51％となりました。

≪運用経過≫ 上記の追加型株式投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は前年度末比▲1.75％となりました。

設　定　日

平成14年10月1日

平成14年10月1日

平成14年10月1日

平成14年10月1日

平成14年10月1日

主な投資対象となる投資信託名（上段）と運用会社名（下段）

フィデリティ・日本成長株・ファンドVA3（適格機関投資家専用）
フィデリティ投信株式会社

225インデックスファンドVA（適格機関投資家専用）
T&Dアセットマネジメント株式会社

ステート・ストリート外国株式インデックス・ファンドVA1（適格機関投資家専用）
ステート・ストリート投信投資顧問株式会社

ピクテ・グローバル・バランス・オープンVA－I（適格機関投資家専用）
ピクテ投信投資顧問株式会社

フィデリティ・マネー・プールVA（適格機関投資家専用）
フィデリティ投信株式会社

特 別 勘 定 名

バランス型A

≪運用経過≫ 上記の追加型株式投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は前年度末比＋14.10％となりました。

≪運用経過≫ 上記の追加型株式投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は前年度末比▲1.79％となりました。

マネー型

設　定　日

平成14年10月1日

平成14年10月1日

主な投資対象となる投資信託名（上段）と運用会社名（下段）

ピクテ・グローバル・バランス・オープンVA－P（適格機関投資家専用）
ピクテ投信投資顧問株式会社

フィデリティ・マネー・プールVA（適格機関投資家専用）
フィデリティ投信株式会社
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�無配当変額個人年金保険 （災害5割加算型）

特 別 勘 定 名

バランス30型（211）

バランス50型（212）

バランス70型（213）

日本株式インデックス型（214）

日本株式アクティブ型（215）

日本債券アクティブ型（216）

外国株式インデックス型（217）

外国債券アクティブ型（218）

マネー型（219）

≪運用経過≫ 上記の追加型株式投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は前年度末比＋12.21％となりました。

≪運用経過≫ 上記の追加型株式投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は前年度末比＋21.31％となりました。

≪運用経過≫ 上記の追加型株式投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は前年度末比＋31.46％となりました。

≪運用経過≫ 上記の追加型株式投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は前年度末比+42.61％となりました。

≪運用経過≫ 上記の追加型株式投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は前年度末比＋43.28％となりました。

≪運用経過≫ 上記の追加型株式投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は前年度末比▲2.81％となりました。

≪運用経過≫ 上記の追加型株式投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は前年度末比＋24.35％となりました。

≪運用経過≫ 上記の追加型株式投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は前年度末比＋4.66％となりました。

≪運用経過≫ 上記の追加型株式投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は前年度末比▲1.20％となりました。

設　定　日

平成15年10月1日

平成15年10月1日

平成15年10月1日

平成15年10月1日

平成15年10月1日

平成15年10月1日

平成15年10月1日

平成15年10月1日

平成15年10月1日

主な投資対象となる投資信託名（上段）と運用会社名（下段）

大和住銀年金設計ファンド30VA（適格機関投資家専用）
大和住銀投信投資顧問株式会社

大和住銀年金設計ファンド50VA（適格機関投資家専用）
大和住銀投信投資顧問株式会社

大和住銀年金設計ファンド70VA（適格機関投資家専用）
大和住銀投信投資顧問株式会社

225インデックスファンドVA（適格機関投資家専用）
T&Dアセットマネジメント株式会社

VAインデックス・プラスGS日本株計量運用ポートフォリオ
ゴールドマン・サックス・アセット・マネジメント株式会社

ノムラ国内債券オープンVA（適格機関投資家専用）
野村アセットマネジメント株式会社

ステート・ストリート外国株式インデックス・ファンドVA1（適格機関投資家専用）
ステート・ストリート投信投資顧問株式会社

LM・世界債券ファンドVA（適格機関投資家専用）
レッグ・メイソン・アセット・マネジメント株式会社

フィデリティ・マネー・プールVA（適格機関投資家専用）
フィデリティ投信株式会社

�無配当変額個人年金保険 （年金原資保証・�型）

特 別 勘 定 名

バランス20型（801）

バランス20型（802）

国内重視バランス30型（803）

国内重視バランス50型（804）

国際分散バランス30型（805）

国際分散バランス50型（806）

≪運用経過≫ 上記の追加型株式投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は前年度末比＋4.20％となりました。

≪運用経過≫ 上記の追加型株式投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は前年度末比＋4.20％となりました。

≪運用経過≫ 上記の追加型株式投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は前年度末比＋8.56％となりました。

≪運用経過≫ 上記の追加型株式投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は前年度末比＋16.08％となりました。

≪運用経過≫ 上記の追加型株式投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は前年度末比＋6.34％となりました。

≪運用経過≫ 上記の追加型株式投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は前年度末比＋14.40％となりました。

設　定　日

平成17年3月1日

平成17年3月1日

平成17年3月1日

平成17年3月1日

平成17年3月1日

平成17年3月1日

主な投資対象となる投資信託名（上段）と運用会社名（下段）
T&Dバランスファンド20VA（適格機関投資家専用）
T&Dアセットマネジメント株式会社

T&Dバランスファンド20VA（適格機関投資家専用）
T&Dアセットマネジメント株式会社

T&D国内重視バランスファンド30VA（適格機関投資家専用）
T&Dアセットマネジメント株式会社

T&D国内重視バランスファンド50VA（適格機関投資家専用）
T&Dアセットマネジメント株式会社

T&D国際分散バランスファンド30VA（適格機関投資家専用）
T&Dアセットマネジメント株式会社

T&D国際分散バランスファンド50VA（適格機関投資家専用）
T&Dアセットマネジメント株式会社
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�．特別勘定に関する指標等

�無配当変額個人年金保険 （最低死亡保証・�型）

特 別 勘 定 名

国内株式（421）

国内債券（422）

国内株式（423）

国内債券（424）

国内株式（425）

国内債券（426）

国内株式（427）

国内債券（428）

国内株式（429）

国内債券（430）

国内株式（431）

国内債券（432）

≪運用経過≫ 上記の追加型株式投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は設定以来＋3.96％となりました。

≪運用経過≫ 上記の追加型株式投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は設定以来＋3.69％となりました。

≪運用経過≫ 上記の追加型株式投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は設定以来▲0.95％となりました。

≪運用経過≫ 上記の追加型株式投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は設定以来＋4.20％となりました。

≪運用経過≫ 上記の追加型株式投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は設定以来▲1.04％となりました。

≪運用経過≫ 上記の追加型株式投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は設定以来＋4.14％となりました。

≪運用経過≫ 上記の追加型株式投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は設定以来▲0.87％となりました。

≪運用経過≫ 上記の追加型株式投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は設定以来＋2.92％となりました。

≪運用経過≫ 上記の追加型株式投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は設定以来▲1.00％となりました。

≪運用経過≫ 上記の追加型株式投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は設定以来＋4.62％となりました。

≪運用経過≫ 上記の追加型株式投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は設定以来▲1.10％となりました。

≪運用経過≫ 上記の追加型株式投資信託への投資を行い、ユニットプライスの伸び率は設定以来▲0.79％となりました。

設　定　日

平成18年1月16日

平成18年1月16日

平成18年1月16日

平成18年1月16日

平成18年1月16日

平成18年1月16日

平成18年1月16日

平成18年1月16日

平成18年1月16日

平成18年1月16日

平成18年1月16日

平成18年1月16日

主な投資対象となる投資信託名（上段）と運用会社名（下段）

インデックスファンド225VA2（適格機関投資家限定）
三菱UFJ投信株式会社

日本短期債券ファンドVA（適格機関投資家限定）
三菱UFJ投信株式会社

インデックスファンド225VA2（適格機関投資家限定）
三菱UFJ投信株式会社

日本短期債券ファンドVA（適格機関投資家限定）
三菱UFJ投信株式会社

インデックスファンド225VA2（適格機関投資家限定）
三菱UFJ投信株式会社

日本短期債券ファンドVA（適格機関投資家限定）
三菱UFJ投信株式会社

インデックスファンド225VA2（適格機関投資家限定）
三菱UFJ投信株式会社

日本短期債券ファンドVA（適格機関投資家限定）
三菱UFJ投信株式会社

インデックスファンド225VA2（適格機関投資家限定）
三菱UFJ投信株式会社

日本短期債券ファンドVA（適格機関投資家限定）
三菱UFJ投信株式会社

インデックスファンド225VA2（適格機関投資家限定）
三菱UFJ投信株式会社

日本短期債券ファンドVA（適格機関投資家限定）
三菱UFJ投信株式会社
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個人変額保険および変額個人年金保険の状況�―3

・個人変額保険
（1）保有契約高

（2）年度末個人変額保険特別勘定資産の内訳

（単位：千件、百万円）

（単位：百万円、％）

区　　分

変額保険（有期型）
変額保険（終身型）

合　　　計

区　　分

現預金・コールローン
有価証券
公社債
株式
外国証券
公社債
株式等

その他の証券
貸付金
その他
貸倒引当金

合　　　計

平成16年度末

平成16年度末

件　　数
0 
3 
3

金　　額
238 

2,382 
520 

1,373 
488 
488 
－
－
－
27 
－

2,648

金　　額
25 

12,842 
12,867

構　成　比
9.0 
90.0 
19.6 
51.9 
18.5 
18.5 
－
－
－
1.0 
－

100.0

件　　数
0 
3 
3

金　　額
214 

2,980 
601 

1,849 
529 
529 
－
－
－
31 
－

3,227

金　　額
16 

12,533 
12,550

構　成　比
6.7 
92.4 
18.6 
57.3 
16.4 
16.4 
－
－
－
1.0 
－

100.0 

平成17年度末

平成17年度末

（単位：百万円）

区　　分

利息配当金等収入
有価証券売却益
有価証券償還益
有価証券評価益
為替差益
金融派生商品収益
その他の収益
有価証券売却損
有価証券償還損
有価証券評価損
為替差損
金融派生商品費用
その他の費用
収支差額

50 
17 
－

836 
0 
－
－

111 
－

767 
－
－
0 
25

平成16年度
金　　 額

53 
53 
－

1,216 
－
－
0 
74 
11 
502 
－
－
0 

734 

平成17年度
金　 額

（3）個人変額保険特別勘定の運用収支状況

（4）個人変額保険特別勘定に関する有価証券等の時価情報

�売買目的有価証券の評価損益

（単位：百万円）

区　　分

売買目的有価証券 2,382 68 2,980 713

平成16年度末

貸借対照表計上額 貸借対照表計上額当期の損益に含まれた評価損益 当期の損益に含まれた評価損益

平成17年度末

（注）本表には、「金銭の信託」等の売買目的有価証券を含みます。



82

�．特別勘定に関する指標等

�金銭の信託の時価情報

平成16年度末、平成17年度末とも残高はありません。

�個人変額保険特別勘定のデリバティブ取引の時価情報（ヘッジ会計適用・非適用の合算値）

「金利関連」「通貨関連」「株式関連」「債券関連」について、平成16年度末、平成17年度末とも残高はありません。

・変額個人年金保険
（1）保有契約高

（単位：千件、百万円）

区　　分

変額個人年金保険

平成16年度末
件　　数

32 
金　　額
245,799

件　　数
49 

金　　額
459,514

平成17年度末

（2）年度末変額個人年金保険特別勘定資産の内訳
（単位：百万円、％）

区　　分

現預金・コールローン
有価証券
公社債
株式
外国証券
公社債
株式等

その他の証券
貸付金
その他
貸倒引当金

合　　　計

平成16年度末
金　　額

8,855 
233,989 

－
－

1,574 
－

1,574 
232,414 

－
2,390 

－
245,235 

構　成　比
3.6 
95.4 
－
－
0.6 
－
0.6 
94.8 
－
1.0 
－

100.0 

金　　額
10,799 
443,097 

－
－

1,550 
－

1,550 
441,546 

－
2,301 

－
456,198

構　成　比
2.4 
97.1 
－
－
0.3 
－
0.3 
96.8 
－
0.5 
－

100.0 

平成17年度末

区　　分

利息配当金等収入
有価証券売却益
有価証券償還益
有価証券評価益
為替差益
金融派生商品収益
その他の収益
有価証券売却損
有価証券償還損
有価証券評価損
為替差損
金融派生商品費用
その他の費用
収支差額

平成16年度
金　　　額

770 
－
－

25,718 
－
－
－
26 
－

19,570 
－
－
－

6,892

平成17年度
金　　　額

7,041 
－
－

104,289 
－
－
－
16 
－

25,039 
－
－
－

86,274 

（3）変額個人年金保険特別勘定の運用収支状況
（単位：百万円）

（4）変額個人年金保険特別勘定に関する有価証券等の時価情報

�売買目的有価証券の評価損益

（単位：百万円）

区　　分

売買目的有価証券 233,989 6,148 443,097 79,249

平成16年度末

貸借対照表計上額 貸借対照表計上額当期の損益に含まれた評価損益 当期の損益に含まれた評価損益

平成17年度末

（注）本表には、「金銭の信託」等の売買目的有価証券を含みます。
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�．特別勘定に関する指標等
�．保険会社及びその子会社等の状況

�金銭の信託の時価情報

平成16年度末、平成17年度末とも残高はありません。

�デリバティブ取引の時価情報（ヘッジ会計適用・非適用の合算値）

「金利関連」「通貨関連」「株式関連」「債券関連」について、平成16年度末、平成17年度末とも残高はありません。

当社子会社等は、平成18年7月1日現在、該当ありません。

�．保険会社及びその子会社等の状況

当社代表者は、平成18年3月期決算における財務諸表等の適正性および財務諸表作成にかかる内部監査の有効性を確認して

います。

�．財務諸表の正確性、内部監査の有効性について
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